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気候変動・環境に関する情報開示の拡充 
コマニーがTCFDへの賛同を表明 
～CDP評価では業界トップクラス※1のB評価～ 

 

 パーティションで快適空間・機能空間を創造するメーカーのコマニー株式会社（本社：石川県小松
市、代表取締役社長執行役員：塚本健太）は、2021年12月に「気候関連財務情報開示タスクフォース
(以下、TCFD※2)」提言への賛同を表明し、翌月の2022年1月に「TCFDコンソーシアム※3」に加盟
したことをお知らせ致します。 

【本件のお問合せ】 
コマニー株式会社 サステナビリティ経営推進部 
TEL：0761-21-1201 FAX：0761-24-1901 
担当：北村 

https://www.comany.co.jp 
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 コマニーは2018年4月にコマニーSDGs宣言を行い、SDGsが目指す17のゴールの７番「エネル
ギーをみんなにそしてクリーンに」13番「気候変動に具体的な対策を」に対して、2030年に目指
す姿として、温室効果ガス排出量50％削減、再生可能エネルギー利用率50％を目標に活動を進め
ています。コマニー品質・環境統合方針で掲げられた「脱炭素社会の実現に向け、再エネ・省エ
ネを積極推進する」取り組みを推進していく中で、今年度は環境に関する情報開示としてCDP※4
評価に参加し、業界トップクラスのB評価をいただくことができました。 
 
 さらに情報開示の透明性と機関投資家の皆様へ当社の環境に対する取り組みを知っていただく
ために、TCFDへの賛同表明ならびにTCFDコンソーシアムへの加盟により、提言に基づく自主的
かつ積極的な情報開示を進めてまいります。コマニーグループは、これからも環境や気候変動へ
の対応を重要課題ととらえ、事業活動における環境負荷の低減、環境に配慮した製品開発などを
通じ、温室効果ガス排出量50％削減、再エネ利用率50％を目標に中長期的な社会課題の解決に取
り組んでまいります。 

【※1】業界トップクラスとは間仕切りを扱う業界となります。 

【※2】「気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」 
G20の要請を受け、主要国の中央銀行や金融規制当局などが参加する国際機関である金融安定理事会（FSB）により、
気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するため2015年に設置されたプロジェクトチーム。
気候変動への企業の取り組みについて、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の4項目について、自
社への財務的影響のある気候関連情報を開示するよう推奨しています。 

【※3】「TCFDコンソーシアム」 
企業の効果的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断につなげる取り組みについて議論する場と
して、2019年に日本で設立。TCFD提言に賛同する企業や金融機関等が取り組みを推進しています。 
【※4】「CDP（ Carbon Disclosure Project ）」 
企業や自治体を対象とした世界的な環境情報開示システムを運営する国際環境非営利団体。2000年に英国に設立され、
110兆米ドルを超える資産を保有する約590の投資家と協働し、企業や自治地へ環境情報開示、GHG排出削減、水資源や
森林保護の働きかけを行ってきた。 2021年、 2021年度は世界の時価総額の64%強に相当する約13,000社 (2020年度は
約9,600社)と約1,100の自治体を含む世界の約14,000の組織がCDPを通じて環境情報開示を行っており、 TCFDに完全に
準拠した世界最大の環境 データベースを保有しており、CDPスコアはゼロカーボンで持続可能な耐性のある経済の実現
に向けて投資や 調達の意思決定を促すために広く利用されています。 
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◆参考 

◆コマニー株式会社 会社概要 (2021年3月現在) ◆コマニー株式会社について 
商号        コマニー株式会社 
所在地       〒923-8502  
          石川県小松市工業団地一丁目93番地       
設立     昭和36年8月18日 
資本金    7,121百万円   
売上高    連結：28,812百万円 
       単体：28,809百万円  
株式総数   9,924,075株   
株主数    2,770名   
従業員数   連結：1,252名  単体：1,102名  
事業内容   間仕切製造 及び 設計、施工、販売ならびに内装工事 

コマニーは「すべての人が光り輝く人生を送るために、よ
り良く働き、より良く学び、より良く生きるための持続可
能な環境づくり、人づくりに貢献する」を使命とし、あら
ゆる空間で機能性やデザイン性を追求した商品を提供して
いる、パーティションのリーディングカンパニーです。  
 
オフィスビル、工場、教育、医療、福祉、商業、公共施設
などあらゆる空間で、機能性やデザイン性を追求した空
間・間仕切製品をご提供します。 

 コマニーグループ統合報告書2021において、「2030年に目指す姿～ROAD to 2030～」の持続可
能な地球環境づくりとして、温室効果ガス排出量50％削減、再エネ利用率50％が目標設定されてい
ます。 
 また、当社は2019年10月に使用電力量を100％再生可能エネルギーにする枠組み  「再エネ100宣
言 RE Action」に参加すると共に、2020年4月には当社の温室効果ガス半減をターゲットとした削
減目標が世界的なイニシアチブであるSBTの認定を受け、再エネと省エネの両面から環境保全活動
を推進しております。 

■コマニーの地球環境に関する主な目標と取り組み 

■コマニーグループ統合報告書2021 
当社の目指す姿や価値創造の取り組みを紹介している「コマニーグループ統合報告書2021」は 
当社のホームページからダウンロードできます。 
https://www.comany.co.jp/sdgs/report/ 

「コマニーグループ品質・環境統合方針」は、こちらからご覧いただけます。 
https://www.comany.co.jp/company/eco/ 
 

■コマニーグループ品質・環境統合方針 

使用電力量を100％再生可能
エネルギーにする『再エネ
100宣言 RE100』を2019年
10月9日に宣言 

2030年温室効果ガス半減を
ターゲットとした『SBT認
定』を2020年4月14日に取得 

■主な取り組み 

• 2018年4月 「コマニーSDGs宣言」 

• 2018年８月 国連グローバルコンパクトに署名 

• 2019年10月 再エネ100宣言RE Action」へ参加 

• 2020年4月 SBT認定の取得 

• 2021年12月 CDP環境情報開示 ⇒ B評価 

• 2021年12月 TCFDへの賛同表明  

https://www.comany.co.jp/sdgs/report/
https://www.comany.co.jp/company/eco/
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